
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要
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4,064 2,621

計 263,795 5,857 0 35,509 222,429

27,633 132,400臨時 県営土地改良事業
①14事業
②2地区

負担金補助
及び交付金

162,665 2,632

経常 各種協議会等負担金
協議会負担金（4協
議会）等

負担金補助
及び交付金

1,750

68,338

1,7501,912

12,511経常 土地改良区育成事業
土地改良区運営補
助金（8土地改良区）

負担金補助
及び交付金

12,511

68,514
負担金補助
及び交付金

68,338

12,538 3

経常
土地改良事業償還金・補
助金

借入件数（11件）
補助金交付（１件） 3

644688臨時
危険ため池緊急整備事業
（廃止分測量設計委託)

測量設計
委託料 644

4,845 274,884臨時
中山間地域活性化推進基
金事業

田園環境整備マス
タープラン作成等 委託料 4,872

臨時
農業活性化緊急基盤整備
事業

事業実施地区
（34地区） 委託料 1,663 604

1,143 3,756

1,188 1,2012,431

7,517

臨時
農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
支援交付金事業

事業実施地区
（1地区） 工事請負費

臨時
土地改良施設維持管理適
正化事業

拠出金積立地区数
（4地区）

負担金補助
及び交付金

2,389

臨時
農地有効利用支援整備事
業（繰越明許分）

事業実施地区
（4地区） 工事請負費 4,899

47,935

予算現額
（千円）

700 7434,432

1,059

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
決算額

（千円）
財源内訳

頁

事務事業名称目　　　名

事
業
概
要

国・県支出金 市債 その他 一般

目
的

対
象

農業農村整備事業農地費
予算

【市営土地改良事業】
　○農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金事業・・・農道未舗装部の舗装工事（三重町川辺地区）
　○農業活性化緊急基盤整備事業・・・農地の排水条件の整備、水利施設の補修・修繕　　※　工事請負費を翌年度へ繰越
　○農地有効利用支援整備事業（繰越明許分）・・・水利施設の補修・修繕
　○土地改良施設維持管理適正化事業・・・土地改良施設維持管理適正化事業拠出金の納付
　○中山間地域活性化推進基金事業・・・①中山間地域活性化推進基金利子積立金・・・中山間地域活性化推進基金利子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②豊後大野市田園環境整備マスタープラン作成業務委託・・・環境整備計画の策定
　○危険ため池緊急整備事業（廃止分測量設計委託）・・・補助金申請に必要となる事業費算定のための測量設計
　○土地改良区育成事業・・・常時職員を雇用している土地改良区への運営補助金交付
　○土地改良事業償還金・補助金・・・土地改良事業で実施した市道改良分の償還金の納付及び市負担分を補助金として償還金納付
                                                     団体へ交付。土地改良事業実施団体へ事業費負担軽減のため補助金を交付
　○各種協議会等負担金・・・構成員となっている協議会負担金及び土地改良事業団体連合会賦課金

【県営等土地改良事業】
　○県営土地改良事業
　　　①県営土地改良事業負担金・・・県営土地改良事業負担金の納付
　　　②県営中山間地域総合整備事業換地事務委託　・・・　大野西部地区（堤田下/大野）、大野東部地区（石田/三重）の換地業務

受益者
農業振興策と連動した農業生産基盤の整備及び集落環境の整備により、高品質作物、戦略作物等
の安定生産に取り組める生産環境の構築

決算書

160

部局名 産業経済部

課室名 農林整備課

款 項 目

6 3 1



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

％

課題

昭和３０年、４０年代にかけて盛んに整備された土地改良施設の老朽化が進
み、施設の更新時期を迎えているが、その対応が大きな課題となっている

対応（改善点等）

％ 41.1 ％ 55.4 ％

指標の設定理由

総合計画/後期基本計画において、基本施策（4-1-2）目標達成のために重要な
施策となっている

億円
10.25 億円 16.38106.8

継続

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断

受益者が事業内容を理解し、地域全
体の同意があって事業実施となるた
め、複数回の説明会が必要となる

支障となっていた農業生産基盤が整備さ
れたことで、農作物の安定した生産が可
能となり経営基盤の強化が図られると判
断する

評価内容

補助金交付要綱に則り取組むとともに、県営事業については計画的に実
施すること

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認

％

基幹水利ス
トックマネジメ
ント事業費

b
広域営農団
地農道整備
事業費

億円
80.9 ％ 86.2 ％

64.03

123,500

％ 49.2 ％ 74.9
c

国・県の補助事業を活用し、受益者の負担を出来るだけ軽減できるよ
う検討する

億円

33,513

106,900

億円

3

3

農業者の高齢化や、後継者不足により受
益者、受益地が減少するなかで、施設の
管理、更新に係る経費が年々増大してい
る

事業によっては、土地改良区や水利
組合が事業主体となって実施出来る
ものがある

水路等の水利施設においては、農業
用の水利以外にも治水や防火水利と
しての役目も担っている

212,864 222,429 125,144

分析根拠分析

59.74 億円

方向性

理由

前年並

0.81

Ｈ２２Ｈ２１

着眼点

2

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

68.20 億円

75.5

89.0

Ｈ２０

106.8

一般財源 129,784

1.26 億円 1.92

事業の方向性

億円

億円

Ｈ２１

農業生産額

31.6

億円
億円 億円

％ 25.7
a

県営中山間
地域総合整
備事業費

成果指標名

事業費に係る人件費 10,188 10,240 7,955

うち経常 93,204 89,883 82,599 78,161

財
源
内
訳

県　　費 32,198 6,410 5,857 28,168

市　　債

　来年度以降も事業計画どおり
継続して事業実施する予定で
ある

国　　費

7,446

97,600

そ の 他 8,856 39,212 35,509 67,261

うち経常経費 93,204 89,883 82,599 78,161

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

294,338 365,386 263,795 351,686

ｄ

単位 活動指標名 単位 Ｈ２０

億円 22.08106.8 億円 億円

％89.0 ％

a
県営中山間地域総合整
備事業費

ｂ
広域営農団地農道整備
事業費

ｃ
基幹水利ストックマネジ
メント事業費

89.0

数値

活
動
指
標 目標 ３９．８３億円 目標 ７９．１５４億円 目標 ２．５６３億円 目標

ｄ指標

成
果
指
標 数値

農業生産額

120億円/年

目
標
年
度

H27
指標名

3

2

2

3

3

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ


